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資料１



自己紹介

2021/4/7 データ市場に係る競争政策に関する検討会

• 2002年慶應義塾大学総合政策学部卒，2004年京都大学大学院情報
学研究科社会情報学専攻修士課程修了，2007年慶應義塾大学法務研
究科（法科大学院）修了。2008年弁護士（ひかり総合法律事務所）。
2016年4月よりパートナー弁護士。

• 2010年4月より2012年12月まで消費者庁に出向（消費者制度課個人
情報保護推進室（現・個人情報保護委員会事務局）政策企画専門
官）。2017年4月より理化学研究所革新知能統合研究センター社会
における人工知能研究グループ客員主管研究員，2018年5月より国
立情報学研究所客員教授。2020年5月より大阪大学社会技術共創研
究センター招へい教授。

• 総務省・情報通信法学研究会構成員、消費者庁・デジタル・プラッ
トフォーム企業が介在する消費者取引における環境整備等に関する
検討会委員、IoT推進コンソーシアム・データ流通促進ＷＧ委員等。

• 法とコンピュータ学会理事、日本メディカルＡＩ学会監事、一般社
団法人データ流通推進協議会監事等。

2



近著
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第1回 地方公共団体の個人情報保護制度に関する懇談会（令和元年12月2日）
資料3  個人情報保護法を巡る動向について
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第95回個人情報保護委員会（平成31年3月20日）（中間整理以前）
資料1 個人情報保護を巡る国内外の動向
（個人データに関する個人の権利の在り方関係）
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個人情報保護委員会事務局「改正個人情報保護法の基本」（平成29年6月）



2021/4/7 データ市場に係る競争政策に関する検討会 8

個人情報保護委員会事務局「改正個人情報保護法の基本」（平成29年6月）



2021/4/7 データ市場に係る競争政策に関する検討会 9

個人情報保護委員会事務局「改正個人情報保護法の基本」（平成29年6月）



2021/4/7 データ市場に係る競争政策に関する検討会 10

個人情報保護委員会事務局「改正個人情報保護法の基本」（平成29年6月）



2017年改正とデータ流通①

• 前提の確認
• 個人情報保護法制（2000個問題を含む）を踏まえたスキーム構築

• 個人情報該当性判断等
• 第三者提供規制の対象は個人データだが，目的外利用規制の対象が個人情報であ
ること，プライバシーへの配慮が必要なことから，個人データに至らない個人情
報であれば自由に提供できるというわけではない

• 「第三者」かどうかは法人をまたぐかどうか

• 委託を受けて取り扱っている個人データは自由には使えない
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2017年改正とデータ流通②

• 改正項目のデータ流通への影響
• 個人情報保護委員会の新設

• 分野横断的なスキームについて事前相談が可能（PPCビジネスサポートデスク，
個人情報保護法相談ダイヤル）。ただし業法による規制がなくなったわけではな
い（金融，通信等）

• 個人情報の定義の明確化（個人識別符号，要配慮個人情報）
• カメラ画像の利活用については検討が進んだ

• IoT推進コンソーシアム，総務省及び経済産業省「カメラ画像利活用ガイドブック
ver1.0」（2017年1月31日），「ver2.0」（2018年3月30日），「カメラ画像利活用
ガイドブック 事前告知・通知に関する参考事例集」（2019年5月17日），「民間事
業者によるカメラ画像を利活用した公共目的の取組における配慮事項」 （2021年3月
19日）

• 匿名加工情報
• 利用状況は後述

122021/4/7 データ市場に係る競争政策に関する検討会



A)統計情報としての提供
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GL匿名加工情報編2-1

なお、「統計情報」は、複数人の情報から共通要素に係る項目を抽出して同じ分類ごとに集計して得られるデー
タであり、集団の傾向又は性質などを数量的に把握するものである。したがって、統計情報は、特定の個人との
対応関係が排斥されている限りにおいては、法における「個人に関する情報」に該当するものではないため、改
正前の法においても規制の対象外と整理されており、従来同様に規制の対象外となる

Ｑ1-14 A 社が保有する個人情報を、特定の個人を識別できない統計情報として B 社に提供した場合、B 社におい
ては、この情報は個人情報に該当しますか。
Ａ1-14 統計情報（複数人の情報から共通要素に係る項目を抽出して同じ分類ごとに集計して得られる情報）は、
特定の個人との対応関係が排斥されている限りにおいては、「個人に関する情報」に該当するものではないため、
「個人情報」にも該当しないと考えられます。
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統計にすることと利用目的規制

• ※AIの学習データとして用いる点に関して利用目的として特定
が必要であるかは検討の余地がある（私見）。
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Ｑ2-5 個人情報を統計処理して特定の個人を識別することができない態様で利用する場合についても、利用目的
として特定する必要がありますか。
Ａ2-5 利用目的の特定は「個人情報」が対象であるため、個人情報に該当しない統計データは対象となりません。
また、統計データへの加工を行うこと自体を利用目的とする必要はありません。
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匿名加工情報との違い
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Ｑ11-1-2 統計情報と匿名加工情報の違いは何ですか。

Ａ11-1-2 統計情報は、複数人の情報から共通要素に係る項目を抽出して同じ分類ごとに集計等して得られる情報
であり、一般に、特定の個人との対応関係が排斥されているため、「個人情報」に該当しないものです。他方、
匿名加工情報は、法第 36 条第１項に基づき、施行規則第 19 条各号で定める基準に従い加工したものであり、例
えば、ある一人の人物の購買履歴や移動履歴等の情報など、個人単位の「個人に関する情報」を含むものです。
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B）匿名加工情報としての提供

• 匿名加工情報として提供する際のポイント
• スキームとして匿名加工情報を用いる場合，固定的なデータセットか
ら得られた匿名加工情報を審査しても意味がない。データセットの変
動を踏まえて考えなければならない。

• データセットから匿名加工情報への加工のアルゴリズム，手順，マ
ニュアル…そのようなものについて法律上の要件を満たしているかを
チェックすることになる。

• 匿名加工情報だからといって同意を取ろうとすらしないというのは悪
手（なお，匿名加工情報に関する公表要件は当然に満たす必要があ
る）。

• 名寄せ目的には基本的に使えない（「加工の方法に関する情報」の漏
えいは禁止，（36条2項）識別行為禁止（36条5項，38条））
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個人情報保護委員会令和元年度年次報告



C)本人の同意を得た上での提供

• 約款同意は基本的に不適切
• 無理矢理にマージしようとすればハレーション，レピュテーションリ
スクに備える必要がある（そこまで織り込んで行った例もないではな
い）

• 「同意の強制」は問題になる
• GAFAに対するGDPRの適用

• リクナビ事件後の厚生労働省の通知

• インフォームドコンセントを適切に取得することに尽きる
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令和2年改正法概要資料
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2020年改正とデータ流通

• データ利活用関係の改正項目が殆どない

• 仮名加工情報は第三者提供を想定していない
• 加工等の概要は後述

• 個人関連情報についての規律はむしろ規制強化
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第159回個人情報保護委員会（令和２年11月27日）
改正法に関連する政令・規則等の整備に向けた論点について（仮名加工情報）
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https://getnews.jp/archives/2905021/hirai_dg_01
より引用

https://getnews.jp/archives/2905021/hirai_dg_01
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個人情報保護制度の見直しに関するタスクフォース「個人情報保
護制度の見直しに関する最終報告（概要）」（令和2年12月）
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個人情報保護制度の見直しに関するタスクフォース「個人情報保
護制度の見直しに関する最終報告（概要）」（令和2年12月）
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主体 適用法令 例

個人情報取扱事業者
（民間事業者）

適用除外なし 個人情報保護法 民間企業（外国の企業
を含む）

適用除外あり 個人情報保護法（第4
章適用なし）

私立大学（学術研究目
的），報道機関（報道
目的）

国の行政機関 行政機関個人情報保護
法

国の行政機関

独立行政法人等 独立行政法人等個人情
報保護法

国立大学法人，国立研
究開発法人

地方公共団体 個人情報保護条例 都道府県，市区町村，
公立大学

主体 適用法令 例

個人情報取扱事業者 個人情報保護法（第4
章）

民間企業（外国の企業
を含む），私立大学

国の行政機関 個人情報保護法（第5
章）

国の行政機関

独立行政法人等 別表第2に掲げる法人
以外

個人情報保護法（第5
章）

日本銀行

別表第2に掲げる法人 個人情報保護法（第4
章）（一部第5章）

国立大学法人，国立研
究開発法人

地方公共団体の機関 病院及び大学の運営以
外

個人情報保護法（第5
章）

都道府県，市区町村の
首長部局

病院及び大学の運営 個人情報保護法（第4
章）（一部第5章）

市立病院，茨城県立医
療大学

地方独立行政法人 適用除外されたもの以
外

個人情報保護法（第5
章）

秋田県立療育機構

適用除外されたもの 個人情報保護法（第4
章）（一部第5章）

横浜市立大学



2021/4/7 データ市場に係る競争政策に関する検討会 31

個人情報保護制度の見直しに関するタスクフォース「個人情報保
護制度の見直しに関する最終報告（概要）」（令和2年12月）
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2021年改正法案とデータ流通

• 2000個問題の解消
• スキーム構築に掛かるコストの大幅低下（定義，ルールの共通化，個
人情報保護委員会への相談等）

• 分野横断的な個別課題へのガイドラインの作成

• 越境データ流通（特に欧州とのデータ移転）
• 公的部門への十分性認定の拡張への期待

• 欧州からの十分性認定をベースにした他国との対話
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